
 

平成 28 年７月１日 

各  位 

 

 

 

株式会社Ａｃｕｚの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 28 年７月１日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社Ａｃｕｚの株式を取得し、

子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．株式の取得の理由 

 株式会社Ａｃｕｚは、25 ジャンル（グルメ、教育保育、医療健康、ファッション美容、その他）10 万店舗

を超える掲載店舗と約 25万件の口コミを全国の駅（9,494 駅）毎にまとめている地域情報ポータルサイト「ビッ

トストリート」を運営しております。 

 当社は、教育業界及び金融業界内において領域特化型ポータルサイトを運営するメディアサービスと、そこ

で得た知見を活かしたコンサルティングサービスを展開しておりますが、今後一層の企業規模の拡大を図るた

め、株式を取得し、子会社化することにいたしました。 

 

 

２．異動する子会社（株式会社Ａｃｕｚ）の概要 

（１） 名 称 株式会社Ａｃｕｚ 

（２） 所 在 地 東京都千代田区外神田三丁目４番 10 号 

（３） 代表者の役職・氏名 
代表取締役 手塚 明彦 

代表取締役 飯塚 昇 

（４） 事 業 内 容 インターネット・メディア事業 

（５） 資 本 金 1,000 万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 17 年４月６日 

（７） 大株主及び持株比率 
手塚 明彦 50％ 

飯塚 昇  50％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はございません。 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はございません。 

取 引 関 係 教育メディア関連業務に係る営業取引があります。 

 

  

会 社 名 株 式 会 社 イ ト ク ロ 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 山 木  学 

 代 表 取 締 役 領 下  崇 

（コード番号：6049 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 経営管理グループマネージャー 佐 藤  大 輔 

 （TEL.03-6230-1138） 



 

 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 平成 28 年３月期 

 純 資 産 11,943 千円 21,084 千円 15,019 千円 

 総 資 産 29,230 千円 46,505 千円 44,141 千円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 59,718 円 105,424 円 75,095 円 

 売 上 高 36,720 千円 52,113 千円 71,659 千円 

 
営 業 利 益 

（△は損失） 
△3,252 千円 10,513 千円 △10,589 千円 

 
経 常 利 益 

（△は損失） 
△3,527 千円 10,399 千円 △2,818 千円 

 
当 期 純 利 益 

（△は損失） 
△2,518 千円 9,141 千円 △6,065 千円 

 
１株当たり当期純利益 

（△は損失） 
△12,590 円 45,706 円 △30,329 円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ― ― ― 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 手塚 明彦 

（２） 住 所 埼玉県上尾市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
特筆すべき関係はありません。 

 

（１） 氏 名 飯塚 昇 

（２） 住 所 神奈川県横浜市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
特筆すべき関係はありません。 

 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
200 株 

（議決権の数：200 個） 

（３） 取 得 価 額 

株式会社Ａｃｕｚの普通株式 300 百万円 

取得価額については、ディスカウンテッド・キャッシュフロー法等を用

いて当社が算定した結果をもとに、譲渡人と協議の上決定したものであ

ります。 

（４） 異動後の所有株式数 

200 株 

（議決権の数：200 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

 

  



 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 28 年７月１日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 28 年７月１日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 28 年７月１日 

 

 

６．今後の見通し 

  本件による平成 28 年 10 月期の業績に与える影響は軽微と見込んでおります。 

以上 


